


函館市自殺対策行動計画

～誰も自殺に追い込まれることのない
函館市の実現を目指して～

2019年度 ～ 202８年度







函館市

はじめに

我が国の自殺死亡者数は，平成10年(1998年)に初めて年間３万人を超えて以来，高い水準で推移し，他の主要先進国の中でも自殺死亡率が高い状況にあります。
平成18年(2006年)に自殺対策基本法が制定され，それまで「個人の問題」と認識されがちであった自殺は，広く「社会の問題」と認識されるようになり，国を挙げて自殺対策が総合的に推進されてきた結果，自殺者数は徐々に減少してきました。
こうした中，本市では，平成20年度(2008年度)に「函館市自殺対策連絡会議」を設置し，自殺対策に関する情報共有や連携を図るとともに，自殺予防に関する普及啓発や自殺対策を担う人材の育成，各種相談事業の実施等，関係機関や庁内の関係部署との連携・協力のもと，総合的に自殺対策を進めてまいりました。
そしてこの度，平成28年(2016年)４月施行の改正自殺対策基本法において，全ての地方自治体に自殺対策計画の策定が義務付けられたことを機に，「函館市自殺対策行動計画～誰も自殺に追い込まれることのない函館市の実現を目指して～」を策定いたしました。
今後は，本計画のもと，国や北海道をはじめ，様々な分野の機関や団体と連携を図りながら一体となって総合的な自殺対策を推進してまいりますので，市民の皆様ならびに関係各位のより一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
　結びにあたり，本計画の策定に際しまして貴重なご意見やご提案をいただきました函館市自殺対策連絡会議の委員の皆様，また，計画策定に関わって様々な方面からご協力いただきました関係各位に対しまして，厚くお礼申し上げます。

　　平成31年(2019年)３月

　　　　　　　　　　　　　　　函館市長　工　藤　壽　樹
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本文中の統計について

[bookmark: _GoBack]自殺の統計として「警察庁の自殺統計原票を集計した結果（自殺統計）」と「厚生労働省の人口動態統計」の２つを掲載しています。 「自殺統計」と「人口動態統計」では，以下のとおり違いがあります。

１　日本における外国人の取扱いの差異

　　「自殺統計」は，日本における日本人及び日本における外国人の自殺者数としているのに対し，「人口動態統計」は日本における日本人のみの自殺者数としています。

２　調査時点の差異

「自殺統計」は，捜査等により，自殺であると判明した時点で，自殺統計原票を作成し，計上しているのに対し，「人口動態統計」は自殺，他殺あるいは事故死のいずれか不明のときは原因不明の死亡等で処理しており，後日原因が判明し，死亡診断書等の作成者から自殺の旨訂正報告があった場合には，遡って自殺に計上しています。

３　計上地点の差異

　　「自殺統計」は，発見地に計上しているのに対して，「人口動態統計」は，住所地に計上しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（厚生労働省　自殺対策ホームページより）
元号表記について

2019年（平成31年）５月に改元されるため，和暦と西暦をあわせて表記しています。


